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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について記載して

      おりません。  

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

    ３．第144期第３四半期連結累計期間及び第143期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につき

ましては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ４．第144期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式

は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第144期

第３四半期連結
累計期間 

第144期
第３四半期連結

会計期間 
第143期

会計期間 

自平成21年
３月１日 

至平成21年 
11月30日 

自平成21年
９月１日 

至平成21年 
11月30日 

自平成20年
３月１日 

至平成21年 
２月28日 

売上高（千円）  69,327,261  22,833,422  94,994,198

経常損益（千円）  104,636  △1,132,465  732,573

四半期（当期）純損益（千円）  109,729  △708,099  172,600

純資産額（千円） －  57,032,239  57,487,768

総資産額（千円） －  158,538,473  154,049,843

１株当たり純資産額（円） －  458.96  458.12

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円） 
 0.89  △5.72  1.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％） －  35.83  36.82

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 7,953,648 －  4,082,095

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △3,081,810 －  △4,257,556

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,543,057 －  2,355,879

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  18,976,702  11,610,760

従業員数（人） －  1,293  1,311
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  当第３四半期連結会計期間において、当企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

   (2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年11月30日現在

従業員数（人） 1,293 ( ) 299

  平成21年11月30日現在

従業員数（人） 608 ( ) 146
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 当社及び連結子会社の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であるため単価を特定できるものではなく、また受注

生産形態をとるものも少ないため、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示す

ことはしておりません。 

 このため生産、受注及び販売の状況については「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」

における各事業の種類別セグメントの業績に関連付けて示しております。  

  

   当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

  した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1)業績 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、対外経済環境の改善により徐々に持ち直しの動きがみられたも

のの、企業経営の圧迫は依然として続き、個人消費も低迷する等、厳しい状況で推移いたしました。 

 このような状況下、当企業グループはより一層の経営の効率化を図り、積極的な営業活動を展開いたしました。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間は、売上高 百万円(前年同期比 ％減)、営業損失 百万円(前年

同期は営業利益 百万円)、経常損失 百万円(前年同期は経常利益 百万円)となり、特別利益 百万円、

特別損失 百万円を計上し、四半期純損失は、 百万円（前年同期は四半期純損失 百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 (映像関連事業) 

映像関連事業におきましては、配給は、「カムイ外伝」等の秋の公開作品が苦戦し、期待の成果を残せず厳しい

結果となりました。興行は、「マイケル・ジャクソンTHIS IS IT」「ココ・アヴァン・シャネル」等の動員が良く、

昨年を上回る興行収入をあげました。映像ソフトは「小津安二郎」DVDボックス等が好成績をあげました。また、田

中絹代生誕100年を記念した「絹100％プロジェクト」は好評を博し、収益に貢献しました。テレビ制作、テレビ放映

権販売、海外向け作品販売等は堅調に推移いたしました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は 百万円（前年同期比 ％減）、営業損失は 百万円

（前年同期は営業利益 百万円）となりました。 

 (演劇事業) 

 演劇事業におきましては、歌舞伎座は「歌舞伎座さよなら公演」として豪華な顔ぶれによる選りすぐりの演目を上

演し、いずれも高収益をあげました。新橋演舞場「蛮幽鬼」、日生劇場「ジェーン・エア」、大阪松竹座「松竹新喜

劇」、京都南座「桂春団治」他が好成績を収め、御園座等の公演製作も好稼働しました。また、海外公演では、市川

團十郎を中心とする「松竹大歌舞伎モナコ公演」が現地で高い評価を得て国際文化交流に貢献しました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は 百万円（前年同期比 ％減）、営業利益は 百万円（前

年同期は営業損失 百万円）となりました。 

 (不動産事業) 

 不動産事業におきましては、築地松竹ビル（ADK松竹スクエア）、有楽町センタービル（有楽町マリオン）、昨年

７月竣工の新宿松竹会館等が順調に推移し安定収益の確保に貢献しました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は 百万円（前年同期比 ％増）、営業利益は 百万円（同

％減）となりました。 

 (その他の事業) 

 その他の事業におきましては、プログラム・キャラクター商品販売は、「サマーウォーズ」「ハリー・ポッターと

謎のプリンス」が好稼働し、清掃事業及び舞台大道具製作事業は堅調な成績をあげました。しかしながら、不況によ

る需要の冷え込みは依然として回復せず、貸衣裳事業などは前年を下回る収益となりました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は 百万円（前年同期比 ％減）、営業利益は 百万円（同

％減）となりました。 

 ※前年同期の数値、増減及び前年同期比は参考として記載しております。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

22,833 13.9 754

1,100 1,132 849 157

257 708 164

11,813 20.9 1,410

611

6,621 1.8 425

56

1,591 1.8 694

2.1

2,806 13.9 407

52.5
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(2）財政状態 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ 百万円増加し、 百万円とな

りました。これは主に有価証券の増加等によるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ 百万円増加し、 百万円となりました。これは主に長期借入金の増加

等によるものであります。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ455百万円減少し、 百万円となりました。これは主に少数株主持分の減

少等によるものであります。 

  

(3)キャッシュ・フロー 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は 百万円となり、第２

四半期連結会計期間末に比べ 百万円の増加となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,604百万円となりました。これは主として、減価償却費1,003百万円の増加及びた

な卸資産の減少750百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は719百万円となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出1,343百

万円及び子会社株式の取得による支出566百万円があったものの、有価証券の売却による収入2,500百万円等によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は709百万円となりました。これは主として、長期借入金が増加したこと等によるも

のであります。 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第３四半期連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  (5)研究開発活動 

 該当事項はありません。  

  

4,488 158,538

4,944 101,506

57,032

18,976

3,032
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。  

  

 なお、第２四半期連結会計期間末において計画中であった国内子会社㈱松竹マルチプレックスシアターズの 

「ＭＯＶＩＸココエあまがさき」は、平成21年10月20日に映像関連事業及びその他の事業として開業してお 

ります。  

第３【設備の状況】

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類

別セグメン

トの名称 
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 

備考総額

(百万円) 
既支払額

(百万円) 
着手 完了 

 提出会社   

新木場倉庫 
東京都 

江東区 
不動産事業 倉庫 2,150 710 

自己資金

及び借入

金 

平成21年 

10月 

平成22年 

7月予定 
― 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄の発行数には、平成22年１月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使により発行され

   たものは含まれておりません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  300,000,000

計  300,000,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成21年11月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年１月14日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容

普通株式  125,695,578  125,695,578

東京証券取引所 市場第一部 

大阪証券取引所     〃 

福岡証券取引所 

札幌証券取引所 

単元株式数 

1,000株  

計  125,695,578  125,695,578 ― ― 
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     会社法の規定に基づき発行したストックオプション（新株予約権）は、次のとおりであります。  

   ① 平成18年５月25日定時株主総会決議（第３-１回新株予約権） 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

    ２. 新株予約権発行後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の

     結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

        また、発行日後に当社が時価を下回る価額で新株の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権および新

     株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

     生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

      また、発行日後に当社が、他社と合併する場合および会社分割、資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必

      要とする場合には、合理的な範囲で行使価額を調整できるものとする。                 

                        

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年11月30日） 

新株予約権の数(個)  158(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  158,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  １株当たり973(注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成20年８月９日～ 

平成23年８月８日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円) 

 発行価格  

資本組入額  

973

487

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という）は、当社の取締役又は監査役たる地位を失った

後も、下記「新株予約権付与契約」に定めるところによ

り、新株予約権を行使することができるものとする。 

 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続は認めないものとする。 

 その他の条件については、定時株主総会および取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとす

る。 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
         １ 

    株式分割・株式併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり行使価額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

         新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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   ② 平成18年５月25日定時株主総会決議（第３-２回新株予約権） 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

     ２. 新株予約権発行後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の

     結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

          また、発行日後に当社が時価を下回る価額で新株の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権および新

     株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

     生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

      また、発行日後に当社が、他社と合併する場合および会社分割、資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必 

         要とする場合には、合理的な範囲で行使価額を調整できるものとする。                  

  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年11月30日） 

新株予約権の数(個)  279(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  279,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  １株当たり973(注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成20年８月９日～ 

平成23年８月８日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円) 

 発行価格  

資本組入額  

973

487

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という）は、当社の従業員又は当社の子会社の取締役た

る地位を失った後も、下記「新株予約権付与契約」に定

めるところにより、新株予約権を行使することができる

ものとする。 

 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続は認めないものとする。 

 その他の条件については、定時株主総会および取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとす

る。 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
         １ 

    株式分割・株式併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり行使価額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

         新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 該当事項はありません。 

  

        大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

   せん。  

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成21年９月１日～ 

 平成21年11月30日  
―  125,695,578  ―  28,143,695 ―  23,068,561

（５）【大株主の状況】
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   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

  記載することができないことから、直前の基準日（平成21年８月31日）に基づく株主名簿による記載をして 

  おります。  

  

①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式926株が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）当第３四半期会計期間末現在の自己保有株式数は1,002,097株所有しております。  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

 （自己保有株式） 

  普通株式      994,000

  

－ 

  

－ 

 （相互保有株式）    

  普通株式          148,000

  

－ 

  

－ 

完全議決権株式（その他）   普通株式     122,981,000  122,981 － 

単元未満株式   普通株式        1,572,578 － － 

発行済株式総数  125,695,578 － － 

総株主の議決権 －  122,981 － 

  平成21年11月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

松竹株式会社 

東京都中央区築地

四丁目１番１号 
 994,000  －  994,000  0.79

（相互保有株式） 

松竹音楽出版株式会社 
同 上  148,000  －  148,000  0.12

計 －  1,142,000  －  1,142,000  0.91

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
３月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円）  710  708  716  808  790  842  810  834  820

最低（円）  661  666  669  708  748  782  737  737  778
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 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（1）新任役員 

   該当事項はありません。 

  

（2）退任役員 

   該当事項はありません。 

  

（3）役職の異動  

  

３【役員の状況】

 新役名  新職名  旧役名  旧職名  氏名  異動年月日 

常務取締役 

演劇副本部長 

演劇興行部門 

関西演劇部門 

担当  

常務取締役 

演劇副本部長 

演劇興行部門 

演劇営業部門 

関西演劇部門  

担当  

演劇営業部長 

白井信彦 平成21年６月26日

取締役 

事業副本部長 

事業部門 

不動産部門 

歌舞伎座開発準備

室担当 

取締役 

事業副本部長 

事業部門 

不動産部門担当 

歌舞伎座開発準備

室長 

武中雅人 平成21年７月15日

取締役 

事業副本部長 

事業部門 

不動産部門 

歌舞伎座開発推進

室担当 

取締役 

事業副本部長 

事業部門 

不動産部門 

歌舞伎座開発準備

室担当 

武中雅人 平成21年９月25日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から

平成21年11月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新創監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,858,274 12,280,576

現金及び預金（責任財産限定対象） 717,054 593,365

信託預金（責任財産限定対象） 3,520,503 3,808,970

受取手形及び売掛金 6,636,242 6,763,071

有価証券 3,000,000 －

商品及び製品 2,060,418 2,142,928

仕掛品 1,366,829 2,838,361

原材料及び貯蔵品 80,438 82,399

その他 4,322,030 4,487,247

貸倒引当金 △33,291 △48,878

流動資産合計 37,528,500 32,948,040

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21,201,630 21,930,072

信託建物（責任財産限定対象）（純額） 15,116,972 15,658,389

設備（純額） 14,698,377 15,804,658

土地 22,964,586 22,964,376

信託土地（責任財産限定対象） 18,751,834 18,751,834

その他（純額） 5,029,528 2,416,752

有形固定資産合計 ※1  97,762,931 ※1  97,526,084

無形固定資産   

のれん 873,231 1,206,411

その他 1,600,814 1,730,583

無形固定資産合計 2,474,045 2,936,995

投資その他の資産   

投資有価証券 10,055,572 9,814,470

その他 10,950,396 11,006,662

貸倒引当金 △233,050 △184,851

投資その他の資産合計 20,772,918 20,636,281

固定資産合計 121,009,895 121,099,360

繰延資産 76 2,442

資産合計 158,538,473 154,049,843
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,450,018 8,582,905

短期借入金 1,173,200 1,672,200

1年内償還予定の社債 1,300,000 500,000

1年内返済予定の長期借入金 14,632,126 18,827,076

1年内返済予定の長期借入金（責任財産限定） 730,000 1,005,000

未払法人税等 239,075 316,336

賞与引当金 245,625 406,907

その他 8,138,069 6,153,784

流動負債合計 34,908,114 37,464,209

固定負債   

社債 － 1,300,000

長期借入金 29,129,737 25,306,094

長期借入金（責任財産限定） 29,610,000 24,994,500

退職給付引当金 1,199,129 1,065,443

役員退職慰労引当金 603,034 565,791

その他 6,056,218 5,866,035

固定負債合計 66,598,119 59,097,865

負債合計 101,506,233 96,562,074

純資産の部   

株主資本   

資本金 28,143,695 28,143,695

資本剰余金 25,199,857 25,199,900

利益剰余金 4,659,733 4,829,276

自己株式 △1,226,441 △1,190,410

株主資本合計 56,776,844 56,982,462

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 30,572 △257,153

評価・換算差額等合計 30,572 △257,153

新株予約権 72,542 77,522

少数株主持分 152,280 684,938

純資産合計 57,032,239 57,487,768

負債純資産合計 158,538,473 154,049,843
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 69,327,261

売上原価 41,459,066

売上総利益 27,868,194

販売費及び一般管理費 ※  26,677,182

営業利益 1,191,011

営業外収益  

受取利息 62,120

受取配当金 91,253

負ののれん償却額 44,485

その他 185,513

営業外収益合計 383,372

営業外費用  

支払利息 1,165,731

借入手数料 122,864

持分法による投資損失 42,788

その他 138,364

営業外費用合計 1,469,748

経常利益 104,636

特別利益  

貸倒引当金戻入額 26,492

補助金収入 140,551

訴訟和解金 5,939

特別利益合計 172,982

特別損失  

固定資産除却損 131,914

固定資産臨時償却費 228,215

投資有価証券評価損 13,614

減損損失 437,533

特別損失合計 811,278

税金等調整前四半期純損失（△） △533,659

法人税、住民税及び事業税 302,331

法人税等調整額 △1,003,645

法人税等合計 △701,313

少数株主利益 57,924

四半期純利益 109,729
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 22,833,422

売上原価 14,197,677

売上総利益 8,635,744

販売費及び一般管理費 ※  9,389,849

営業損失（△） △754,105

営業外収益  

受取利息 19,977

受取配当金 1,224

負ののれん償却額 15,298

持分法による投資利益 8,143

その他 49,700

営業外収益合計 94,344

営業外費用  

支払利息 396,775

借入手数料 36,760

その他 39,168

営業外費用合計 472,704

経常損失（△） △1,132,465

特別利益  

貸倒引当金戻入額 5,867

補助金収入 140,551

訴訟和解金 5,939

その他 4,843

特別利益合計 157,201

特別損失  

投資有価証券評価損 675

減損損失 256,796

特別損失合計 257,471

税金等調整前四半期純損失（△） △1,232,736

法人税、住民税及び事業税 68,330

法人税等調整額 △632,484

法人税等合計 △564,154

少数株主利益 39,517

四半期純損失（△） △708,099
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △533,659

減価償却費 2,948,356

減損損失 437,533

のれん償却額 324,052

賞与引当金の増減額（△は減少） △161,282

退職給付引当金の増減額（△は減少） 141,416

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 37,242

貸倒引当金の増減額（△は減少） 32,919

受取利息及び受取配当金 △153,373

支払利息 1,165,731

持分法による投資損益（△は益） 42,788

固定資産除却損 131,914

固定資産臨時償却費 228,215

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 13,614

補助金収入 △140,551

訴訟和解金 △5,939

売上債権の増減額（△は増加） 103,087

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,545,464

仕入債務の増減額（△は減少） △96,533

その他 3,177,836

小計 9,238,834

利息及び配当金の受取額 151,068

利息の支払額 △1,094,544

法人税等の支払額 △341,709

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,953,648

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △623,760

定期預金の払戻による収入 800,943

現金及び預金（責任財産限定対象）の増減額（△
は増加）

△123,688

信託預金（責任財産限定対象）の増減額（△は増
加）

288,466

有価証券の取得による支出 △2,500,000

有価証券の売却による収入 2,500,000

有形固定資産の取得による支出 △3,053,985

無形固定資産の取得による支出 △148,144

投資有価証券の売却による収入 84,410

子会社株式の取得による支出 △566,870

貸付けによる支出 △5,000

貸付金の回収による収入 177,584

補助金の受取額 111,899
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

その他 △23,664

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,081,810

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △499,000

長期借入れによる収入 8,910,000

長期借入金の返済による支出 △9,281,307

長期借入れ（責任財産限定）による収入 31,000,000

長期借入金（責任財産限定）の返済による支出 △26,659,500

社債の償還による支出 △500,000

リース債務の返済による支出 △18,828

自己株式の取得による支出 △37,216

自己株式の売却による収入 1,289

配当金の支払額 △371,525

少数株主への配当金の支払額 △854

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,543,057

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,414,890

現金及び現金同等物の期首残高 11,610,760

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 8,396

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △57,344

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  18,976,702
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

   

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

（1）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、持

分法非適用非連結子会社であった株

式会社歌舞伎チャンネルは重要性が

増したため、連結の範囲に含めてお

ります。 

 また、株式会社伝統文化放送は平

成21年３月31日付で解散し清算会社

となったため、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないものと判断され

たことから連結の範囲から除外して

おります。  

（2）変更後の連結子会社の数 

20社 

  

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

（1）持分法非適用非連結子会社 

  ①  持分法非適用非連結子会社の変更 

 第１四半期連結会計期間より、株

式会社歌舞伎チャンネルは重要性が

増したため、連結子会社となりまし

た。 

   ②  変更後の持分法非適用非連結子会 

   社の数 

１社 

  

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

   の変更 

     たな卸資産 

 第１四半期連結会計期間より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日公表分）が適用されたことに

伴い、ビデオ商品並びにプログラム

及びキャラクター商品は移動平均法

による原価法から移動平均法による

原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）に、映像版権商品、商品土

地、製品及び仕掛品は個別法による

原価法から個別法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）に、

その他の商品、原材料及び貯蔵品は

先入先出法による原価法から先入先

出法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）により算出してお

ります。なお、この変更による損益

に与える影響はありません。 
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当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

  

（2）リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、従来、賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第

13号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号）を第１四半期連結

会計期間から早期適用し、通常の売

買取引に係る会計処理によっており

ます。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産

の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を採用しておりま

す。この変更による損益に与える影

響はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成21年３月１日 

至 平成21年11月30日）  

   

繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められる場合には、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法

によっております。 
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    該当事項はありません。 

  

【追加情報】

  

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成21年３月１日 

至 平成21年11月30日）  

   

１．機械装置の耐用年数の変

 更 

 平成20年度の法人税法の改正による法定

耐用年数の見直しに伴い、第１四半期連結

会計期間より、機械装置の耐用年数を変更

しております。この変更による損益に与え

る影響額は軽微であります。 

  

２．固定資産の耐用年数の変

 更  

 第２四半期連結会計期間に建て直すこと

を決定した歌舞伎座に係わる固定資産につ

いて今後の使用期間を考慮し、耐用年数を

短縮しております。また同物件について過

年度分を臨時償却しております。 

 この変更により従来の方法によった場合

と比較して、当第３四半期連結累計期間の

減価償却費は48,671千円増加し、営業利益

及び経常利益は48,671千円それぞれ減少

し、税金等調整前四半期純損失は276,887

千円増加しております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

 ２ 保証債務  

   当社従業員の金融機関等からの借入に対し、下記の

   とおり債務の保証を行っております。 

42,757,820 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、40,364,510千円

   であります。 

 ２ 保証債務  

   当社従業員の金融機関等からの借入に対し、下記の

   とおり債務の保証を行っております。 

住宅資金他 116,043千円 住宅資金他 132,278千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。 

  

人件費 7,938,914千円

貸倒引当金繰入額 29,716  

賞与引当金繰入額 172,405  

退職給付費用 388,788  

役員退職慰労引当金繰入額 69,495  

  

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。 

  

人件費 2,956,755千円

貸倒引当金繰入額 16,193  

賞与引当金繰入額 △104,801  

退職給付費用 127,819  

役員退職慰労引当金繰入額 22,219  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

 対照表に掲記されている科目の金額との関係  

              （平成21年11月30日現在）

                      （千円）

 現金及び預金勘定 15,858,274

 取得日から３ヶ月以内に償還期限  

 の到来する有価証券 
3,000,000

 取得日から３ヶ月以内に償還期限  

 の到来する短期投資（その他（流動 

 資産））  

800,949

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △682,521

 現金及び現金同等物 18,976,702
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至

平成21年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          125,695千株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式            1,922千株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高   親会社 72,542千円 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額  

  （注）配当金の総額には、連結子会社が所有する自己株式に係る配当金が含まれております。控除後の金額は 

     373,783千円であります。 

  

  

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月26日 

定時株主総会 
普通株式  374,227  3 平成21年２月28日 平成21年５月27日 利益剰余金 
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当第３四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

映像関連  ……映画営業・映画興行・ビデオ事業・テレビ・その他映像に関するもの 

演劇    ……演劇製作・演劇興行に関するもの 

不動産   ……保有不動産の賃貸・運営に関するもの 

その他の事業……劇場売店・貸衣裳・清掃事業・舞台大道具製作・その他 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年11月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

映像関連  ……映画営業・映画興行・ビデオ事業・テレビ・その他映像に関するもの 

演劇    ……演劇製作・演劇興行に関するもの 

不動産   ……保有不動産の賃貸・運営に関するもの 

その他の事業……劇場売店・貸衣裳・清掃事業・舞台大道具製作・その他 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年３月１日 至 平成21年11月30日） 

当社の連結子会社は全て日本国内に所在しており、また、在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年３月１日 至 平成21年11月30日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。  

  

 前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

 デリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
映像関連 
（千円） 

演劇
（千円） 

不動産
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高    

(1)
外部顧客に対する売上

高 
 11,813,551 6,621,060 1,591,888 2,806,923  22,833,422  － 22,833,422

(2)
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 38,640 32,302 105,038 896,925  1,072,906 ( ) 1,072,906 －

計  11,852,191 6,653,362 1,696,926 3,703,848  23,906,328 ( ) 1,072,906 22,833,422

営業利益又は営業損失(△)  △1,410,842 425,525 694,847 407,973  117,504 ( ) 871,609 △754,105

  
映像関連 
（千円） 

演劇
（千円） 

不動産
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高    

(1)
外部顧客に対する売上

高 
 37,147,167 19,176,457 4,852,188 8,151,447  69,327,261  － 69,327,261

(2)
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 115,353 75,132 224,030 2,622,968  3,037,486 ( ) 3,037,486 －

計  37,262,521 19,251,590 5,076,218 10,774,416  72,364,747 ( ) 3,037,486 69,327,261

営業利益又は営業損失(△)  △886,655 1,492,865 2,044,807 1,166,825  3,817,841 ( ) 2,626,830 1,191,011

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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当第３四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。  

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損益金額 

 （注） １株当たり四半期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

        該当事項はありません。  

 前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年２月28日） 

１株当たり純資産額 458.96円 １株当たり純資産額 458.12円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 0.89円 １株当たり四半期純損失金額（△） △5.72円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に 

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな 

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に 

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純損益金額     

四半期純損益（千円）  109,729  △708,099

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損益（千円）  109,729  △708,099

期中平均株式数（千株）  123,790  123,777

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

新株予約権    ２種類 

新株予約権の数  個 

新株予約権の詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式等の状 

況、(2)新株予約権等の状況」 

に記載のとおりであります。 

437

―――――     

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年１月８日

松竹株式会社 

取締役会 御中 

新創監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 篠原 一馬  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 坂下 貴之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松竹株式会社の

平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年

11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松竹株式会社及び連結子会社の平成21年11月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキ

ャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  
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